
富士宮市生活困窮世帯の子どもの学習・生活支援事業委託仕様書

１ 業務名 富士宮市生活困窮世帯の子どもの学習・生活支援事業

２ 事業の目的

本事業は、生活困窮世帯の子どもたちが健やかに育成される環境を整備するため、

学習支援、保護者も含めた生活習慣・育成環境の改善及び子どもへの居場所の提供

等の取組を推進することを目的とする。

３ 契約期間 令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで

４ 受託者の要件

受託者は、事業を適切、公正、中立かつ効率的に実施することができる者であっ

て、社会福祉法人、一般社団法人、一般財団法人、特定非営利活動法人その他の富

士宮市が適当と認める団体であること。

５ 事業の対象者

本事業の対象者については、次のいずれかの要件に該当する者とする。

⑴ 就学援助制度を利用している小学生及び中学生

⑵ 児童扶養手当が全部支給されている小学生及び中学生

⑶ 生活困窮者自立支援法に基づく支援調整会議において、本事業の対象とした小

学生及び中学生

⑷ その他市長が特に支援が必要と認める世帯の小学生及び中学生

６ 業務の内容

本事業における目標は、子どもの学習・生活支援事業を通じて、子ども本人と世

帯の双方にアプローチし、子どもの将来の自立を後押しすることであり、次の取組

を実施すること。

⑴ 取組内容

ア 将来の自立に向けた包括的な支援

単に勉強を教えるだけではなく、居場所づくり、日常生活の支援、親への養

育支援などを通じて、子どもの将来の自立に向けたきめ細やかで包括的な支援

を行う。なお、教育支援員は必要に応じて、月１回以上学習支援対象者への家

庭訪問を行う。

イ 世帯全体への支援

子どもの学習・生活支援事業を入り口として、生活習慣・育成環境の改善と、

必要に応じて自立相談支援事業等と連携することで、世帯全体への支援を行う。

ウ 学習支援教室開催による支援

原則週２日、１日２時間程度とする（日曜日、祝日、年末年始等は状況に応

じて実施）。なお、実施に当たっては、対象者の夏期休暇及び冬期休暇を活用

した開催方法の検討に努めるものとする。また、教室への通学が困難な対象者

に対しては送迎を行う。

エ 高等学校等における中退防止の支援



支援対象者に対し、高等学校等への進学後に定期的に面談を行い中退防止へ

の支援を行う。

⑵ 支援の実施期間

支援の実施期間については、対象者の状況に応じて設定するものとする。

７ 業務実施体制

⑴ 実施場所

受託者の事業拠点及び学習支援教室

⑵ 人員配置

受託者は、本業務を実施するため、統括責任者１人及び教育支援員２人を配置

すること。

教育支援員は、教室開催中少なくとも２人は常駐すること。また、運営に当た

っては、ボランティア等の確保に努め、積極的に活用するものとする。

８ 会議出席

統括責任者及び教育支援員は、富士宮市が主催する支援調整会議その他本事業に

関係する会議に出席すること。

９ 広報活動

本事業の実施を、パンフレット、ホームページ等により周知すること。

10 委託料

⑴ 業務委託料は、毎月の定額払とする。ただし、委託料額を契約月から委託月数

で除した金額に１，０００円未満の端数が生じる場合は、当該端数は最初の支払

月に支払う。

⑵ 富士宮市は契約金額以外の費用を負担しない。また、受託者は、支援対象者に

費用の支払を求めてはならない。

⑶ 事業の実施に必要となる機材・器具等の購入については、受託者がその根拠を

明確に示した上で、必要最低限で購入を認めることができる。なお、当該購入物

品は、本事業以外に使用してはならない。

11 実施計画・実施状況報告等

⑴ 受託者は、年度当初に「事業計画書」及び「収支予算書」を提出すること。

⑵ 受託者は、年度末に「事業実施状況報告書」及び「収支決算書」を提出するこ

と。

⑶ 受託者は、月ごとの業務内容について、事業の実施結果を記載した業務完了報

告書を作成し、翌月１０日までに市長に提出すること。

12 業務の適正実施に関する事項

⑴ 再委託の禁止

受託者は、業務の全部又は一部を第三者に委託することはできない。

⑵ 個人情報保護

受託者は、個人情報保護の重要性を認識し、この契約による業務を処理するた

め個人情報を取り扱うに当たっては、個人情報保護法を遵守しなければならない。



また、業務を処理するため情報資産を取り扱うに当たっては、別添「情報セキュ

リティポリシー遵守特記事項」を遵守しなければならない。

⑶ 守秘義務

受託者は、業務遂行中に知り得た事項及び付随する事項を、いかなる理由が

あっても第三者に漏らしてはならない。契約期間が満了した後についても同様と

する。

13 その他

⑴ 本仕様書に定めのない事項については、富士宮市と受託者が協議して定めるも

のとする。

⑵ 本業務に係る協議、打合せ等の必要経費その他の経費は、全て受託者の負担と

する。

⑶ 本業務に係る経理については、他の事業と区別して的確に行うとともに、収入

及び支出を明らかにした帳簿並びにその証拠書類を整備すること。

⑷ 本業務に係る各種の証拠書類については、事業の完了の日の属する年度の終了

後５年間保管しておかなければならない。


